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平成24年４月９日 

各 位 

会 社 名 ユ ニ ー 株 式 会 社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  前 村  哲 路 

  （コード番号 8270 東証・名証第一部） 

問合せ先 常 務 取 締 役  常 務 執 行 役 員 

  経 理 財 務 部 担 当  越 田  次 郎 

（ＴＥＬ 0 5 8 7 - 2 4 - 8 0 6 6 ） 

 

 

純粋持株会社体制への移行に伴う会社分割並びに定款変更 

（商号及び事業目的の変更）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成24年２月16日に公表いたしましたとおり、平成25年２月21日をもって純粋持株会社体制に

移行するため、平成 24 年４月９日開催の当社取締役会において、当社の営む一切の事業（ただし、株式を保

有する会社の事業活動に対する支配・管理及びグループ運営に関する事業を除く。）を会社分割により当社の

100％子会社であるユニーグループ・ホールディングス株式会社（平成 25 年２月 21 日付で「ユニー株式会

社」に商号変更予定。以下「吸収分割承継会社」といいます。）に承継させることを決議し、同日、吸収分割

承継会社との間で吸収分割契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします（以下、この会社

分割を「本会社分割」といいます。）。本会社分割の効力発生日は、平成25年２月21日を予定しております。 

本会社分割後の当社は、平成25年２月21日付で「ユニーグループ・ホールディングス株式会社」に商号変

更するとともに、その事業目的を純粋持株会社体制移行後の事業に合わせる変更を行う予定です。 

また、本会社分割及び定款変更（商号及び事業目的の変更）は、いずれも平成24年５月17日に開催予定の

当社第 41 回定時株主総会及び同日実施予定の吸収分割承継会社の臨時株主総会決議において関連議案が承認

可決されること並びに法令に定める関係官庁等の承認が得られることが前提条件となります。 

なお、本会社分割は、当社の 100％子会社へ事業を承継させる吸収分割であるため、開示事項・内容を一部

省略して開示しております。 

 

記 

 

Ⅰ．純粋持株会社体制への移行のための会社分割 

１．純粋持株会社体制への移行の背景・目的 

近年、当社グループを取り巻く経営環境は、海外経済の回復や政策効果、天候による特需を背景に緩やか

な回復傾向が見られました。しかし、足元では資源・原材料の高騰や円高、個人消費の低迷など、デフレ脱却

への兆しが一向に見えません。日本経済は、人口減少社会の到来や消費マーケットの縮小、消費税増額への懸

念があり、私たち小売業において、より一層の厳しい環境が予見されます。 

そのような中、当社は、平成 23 年９月頃から、当社グループにおける今後のグループ経営のあり方につい

て検討を開始した結果、食料品を主体とする総合小売業とコンビニエンスストア事業のノウハウを有機的に組

み合わせ、少子高齢化が進行し、急速に変化する国内マーケットへ多角的な小売ビジネスを展開するとともに、

拡大成長するアジアを中心とする海外マーケットへ進出することが急務であり、また、ドミナントエリアでの

食料品事業を主体とするスーパーマーケット、コンビニエンスストアなどとのさらなるグループ化を図り、お

客様満足と新たな需要創造を目指すことが、当社グループとして必要であるとの結論に至り、持株会社体制へ

移行いたします。 
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２．会社分割の要旨 

（１）本会社分割の日程 

吸収分割契約承認取締役会決議（当社） 平成24年４月９日（月） 

吸収分割契約承認取締役決定（吸収分割承継会社） 平成24年４月９日（月） 

吸収分割契約の締結日 平成24年４月９日（月） 

吸収分割承認株主総会決議（当社及び吸収分割承継会社） 平成24年５月17日（木）（予定） 

吸収分割の予定日（効力発生日） 平成25年２月21日（木）（予定） 

 

（２）本会社分割の方式 

当社を分割会社とし、吸収分割承継会社を承継会社とする吸収分割です。 

 

（３）本会社分割に係る割当ての内容 

本会社分割に際し、吸収分割承継会社は普通株式 199,900 株を発行し、その全てを当社に対して割当交

付します。 

 

（４）分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

当社は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

（５）本会社分割により減少する資本金等 

当社の資本金に変更はありません。 

 

（６）吸収分割承継会社が承継する権利義務 

本会社分割により吸収分割承継会社は、当社との間で締結した平成 24 年４月９日付の吸収分割契約に別

段の定めがあるものを除き、効力発生日において当社が営む一切の事業（ただし、株式を保有する会社の

事業活動に対する支配・管理及びグループ運営に関する事業を除く。）に関して有する資産及び権利、債務

及び義務並びにこれらに付随する権利義務（契約上の地位を含む。）を承継します。 

なお、吸収分割承継会社による債務の承継は、すべて免責的債務引受けの方法によるものとします。 

 

（７）債務履行の見込み 

当社及び吸収分割承継会社ともに、本会社分割後も資産の額が負債の額を上回ることが見込まれること、

及び本会社分割後に負担する債務の履行に支障を及ぼす事態の発生は現在のところ予想されていないこと

から、本会社分割後における当社及び吸収分割承継会社の債務の履行の見込みにつきましては、問題ない

と判断しております。 

 

３．分割当事会社の概要 

 
 

分割会社 

（平成24年２月20日現在） 

承継会社 

（平成24年４月９日現在） 

（１） 商 号 

ユニー株式会社 

（平成25年２月21日付で「ユニーグ

ループ・ホールディングス株式会社」

に商号変更予定） 

ユニーグループ・ホールディングス株式会社

（平成25年２月21日付で「ユニー株式

会社」に商号変更予定） 

（２） 所 在 地 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 前村 哲路 代表取締役 前村 哲路 

（４） 事 業 内 容 
衣・食・住・余暇にわたる総合小売業のチェ

ーンストア 

当社から吸収分割により事業を承継するのに

必要な準備等 

（５） 資 本 金 10,129百万円 ５百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和25年３月13日 平成24年２月16日 
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（７） 発 行 済 株 式 数 198,565,821株 100株 

（８） 決 算 期 ２月20日 ２月15日 

（９） 大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 

日本生命保険相互会社 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

あいおいニッセイ同和損害保険株

式会社 

伊藤忠商事株式会社 

第一生命保険株式会社 

ユニー第二共栄会 

東京海上日動火災保険株式会社 

ユニー持株会 

10.48％

7.67％

4.28％

3.59％

3.02％

3.00％

2.51％

2.06％

1.92％

1.58％

ユニー株式会社 100％ 

（10） 直前事業年度の財政状態及び経営成績（平成24年２月期） 

 純 資 産 347,499百万円（連結） －

 総 資 産 964,594百万円（連結） －

 １ 株 当 た り 純 資 産 1,229.59円（連結） －

 売 上 高 907,614百万円（連結） －

 営 業 利 益 44,001百万円（連結） －

 経 常 利 益 42,389百万円（連結） －

 当 期 純 利 益 8,323百万円（連結） －

 １株当たり当期純利益 42.14円（連結） －

（注）承継会社は平成24年２月16日に設立されたため、最終事業年度が存在しません。 

 

４．分割する事業部門の概要 

（１）分割する部門の事業内容 

当社の営む一切の事業（ただし、株式を保有する会社の事業活動に対する支配・管理及びグループ運営

に関する事業を除く。） 

 

（２）分割する部門の経営成績 

 平成24年２月期 

分割対象事業実績（a） 

平成24年２月期 

単体実績（b） 
比率（a/b）（％） 

売上高 750,165百万円 750,165百万円 100.0

売上総利益 184,407百万円 184,407百万円 100.0

営業利益 18,668百万円 18,209百万円 102.5

経常利益 20,042百万円 19,894百万円 100.7

（注）上記「平成 24 年２月期分割対象事業実績（a）」は、平成 24 年２月期実績より承継対象外事業に係

る実績を控除した金額であり、当該控除金額には本社経費負担金等は含まれておりません。 
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（３）分割する資産、負債の項目及び金額 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

資  産 514,298百万円 負  債 138,632百万円

（注）上記の分割する資産及び負債の金額は、平成 24 年２月 20 日現在の当社の貸借対照表その他同日の

計算を基礎に算定したものですが、実際に分割する資産及び負債の金額はこれに効力発生日までの

増減を加除した金額となります。 

 

５．本会社分割後の上場会社の状況（平成25年２月21日現在（予定）） 

（１） 商 号 

ユニーグループ・ホールディングス株式会社 

（平成25年２月21日付で、現在の「ユニー株式会社」から「ユニーグループ・ホ

ールディングス株式会社」に商号変更予定） 

（２） 所 在 地 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 

（３） 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長兼最高経営責任者（ＣＥＯ） 前村 哲路 

代表取締役社長兼最高執行責任者（ＣＯＯ） 中村 元彦 

（４） 事 業 内 容 
他の会社等の株式又は持分を保有することにより、当該会社等の事業活動を支配又

は管理すること 

（５） 資 本 金 10,129百万円 

（６） 決 算 期 ２月20日 

（注）現在、当社の代表者は、代表取締役社長である前村哲路氏ですが、前村哲路氏が持株会社体制移行後の

当社の代表取締役会長兼最高経営責任者（ＣＥＯ）、株式会社サークルＫサンクスの代表取締役社長で

ある中村元彦氏が持株会社体制移行後の当社の代表取締役社長兼最高執行責任者（ＣＯＯ）に就任する

予定です。 

 

６．承継会社の状況（平成25年２月21日現在（予定）） 

（１） 商 号 

ユニー株式会社 

（平成25年２月21日付で、現在の「ユニーグループ・ホールディングス株式会

社」から「ユニー株式会社」に商号変更予定） 

（２） 所 在 地 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 佐古 則男 

（４） 事 業 内 容 衣・食・住・余暇にわたる総合小売業のチェーンストア 

（５） 資 本 金 100億円 

（６） 決 算 期 ２月20日 

（注１）現在、承継会社の決算期は２月15日ですが、平成25年２月15日までに変更される予定です。 

（注２）現在、承継会社の代表者は、代表取締役である前村哲路氏ですが、平成25年２月21日付で佐古則男

氏が承継会社の代表取締役社長に就任する予定です。 

 

７．今後の見通し 

本会社分割が当社の連結業績に与える影響は軽微であります。なお、本会社分割により、当社の収入にお

いては当社グループ各社からの配当収入等が、また費用においては持株会社としての運営経費が主体となるこ

とを予定しております。  
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Ⅱ．定款の変更 

１．定款変更の目的 

平成25年２月21日（予定）に純粋持株会社体制へ移行することに伴い、商号及び事業目的の変更を行うも

のです（現行定款第１条及び第２条）。また、純粋持株会社体制へ移行することに伴う経営体制の変更に合わ

せ、株主総会の招集権者及び議長を取締役会長に変更するものであります（現行定款第14条）。 

 

２．定款変更の内容 

変更の内容は別紙のとおりであります。 

 

３．定款変更の日程 

定款変更のための定時株主総会開催日 平成24年５月17日（予定） 

定款変更の効力発生日   平成25年２月21日（予定） 

 

 

以上 
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（別紙） 

 

定款変更の内容 

 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線部分は変更箇所を示します。） 

現 行 定 款 変  更  案 

第 1 章 総 則 第 1 章 総 則 
（商  号） 

第１条  当会社は ユニー株式会社 と称する。 

英文では、ＵＮＹ ＣＯ．，ＬＴＤ．と表示す

る。 

（商  号） 

第１条  当会社は、ユニーグループ・ホールディング

ス株式会社と称し、英文では、 UNY Group 

Holdings Co., Ltd.と表示する。 

（目  的） 

第２条  当会社は次の業務を営むことを目的とする。 

 
 

1.百貨小売業並びにこれらに関連する商品の加工・製

造委託 

2.農産物、畜産物、水産物、缶・瓶詰、調味料、清涼

飲料、酒精含有飲料等、各種食品の加工・製造及び

販売 

3.穀物、塩、たばこ、酒類、郵便切手類、印紙、富く

じ、古物、図書の販売 

4.医療用具、医薬品、医薬部外品、動物用医薬品、化

学工業薬品、農薬、毒物、劇物、燃料用ガス類、肥

料、飼料及び計量器の販売 

5.自動車、自転車、軽車両その他運搬車等の車両及び

これら部品の販売、賃貸並びに修理 

 

6.愛玩動物の飼育、観葉植物の栽培並びにこれらの販

売・賃貸 

7.出版業、複写業、撮影・録音に関する業務及び教育

用教材・教育機器、ハードウェアー、ソフトウェア

ーの製造・販売 

8.前各号の商品及び関連商品の卸売り並びに輸出入業

9.薬局、飲食店、喫茶店、一般旅行業、自動車運送

業、クリーニング業、映画・演劇場、興行場、遊戯

場、プレイガイド、スポーツ教室・施設、文化教

室・施設、旅館・ホテル等宿泊施設及び駐車場の経

営 

 

10.ビルメンテナンス業、ビルクリーニング業、総合警

備保障業務 

11.不動産の売買・交換・貸借これらの仲介及び不動産

の鑑定並びにコンサルタント業務 

12.土木建築工事・内装工事・造園工事等建設業務 

 

13.金銭の貸付け及び金銭貸借の媒介・保証並びにクレ

ジットの取扱い業、情報記録磁気プリントカード・

商品券の販売 

14.コンパクトディスク・ビデオテープ及びビデオ機器

の販売・賃貸 

15.衣裳、家具類、日用雑貨、事務用機器、家庭用電気

機器、精密機器、スポーツ・レジャー・ホビー用

品、医療用具、清掃器具、工作用機器、図書等の賃

貸業 

 

16.車検整備、レンタカー、清掃、運送、旅行、写真の

現像・焼付け・引伸ばし、冠婚葬祭、害虫駆除、学

習塾、文化・スポーツ施設等の業者の斡旋並びに有

料職業紹介業 

17.各種企業の経営指導及び業務受託 

18.電気通信事業法に定める電気通信事業 

19.通信販売業務 

20.インターネットを利用した通信販売業務 

 

 

（削  除） 
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現 行 定 款 変  更  案 

21.インターネットによる情報提供業務 

22.介護業務 

23.介護用品及び介護機器の販売 

24.介護保険法に定める福祉用具貸与事業及び介護保険

法に定める介護予防福祉用具貸与事業 

25.介護保険法に定める特定福祉用具販売事業及び

介護保険法に定める特定介護予防福祉用具販売

事業 

 

 

 

 

 

 

26.損害保険代理業及び生命保険の募集に関する業務 

27.労働者派遣事業 

28.前各号に付帯又は関連する一切の業務 

 

  

 （目  的） 

第２条  当会社は、次の各号に掲げる事業を営む会社

（外国会社を営む。）、組合（外国における組合

に相当するものを含む。）その他これらに準ずる

事業体の株式又は持分を所有することにより、当

該会社等の事業活動を支配又は管理すること及び

これに付帯又は関連する事業を営むことを目的と

する。 

 1. 百貨小売業その他商業及びこれに関連する商品の

製造・加工・委託・卸売業 

 2. 生鮮食料品、加工食料品、冷凍食料品、乳製品、

食料油脂、調味料、茶、コーヒー、ココア、飲料

水、酒精含有飲料、氷その他飲食料品の製造、加

工、仕入、卸売及び販売業 

 3. 塩・たばこ・郵便切手類・印紙の販売並びに穀物

類の加工及び販売業 

 4. 酒類の販売業 

 5. 衣料品、寝具類の販売業 

 6. 装身具、毛皮製品、はき物、雨具類、かばん・袋

物類の販売業 

 7. 時計、眼鏡、貴金属、宝石、喫煙具の販売業 
 8. 食品用折箱、包装用品、容器の販売業 
 9. 台所用品、日用雑貨品の製造、加工、卸売及び販

売業 
 10. 家庭用電気製品、通信機器、家具調度品、屋内装

飾品、照明器具、精密機器、清掃器具、工作用機

器、建設機械の製造、加工、卸売及び販売業 
 11. 娯楽用品、玩具、運動具、楽器、レコード、テー

プの製造、加工、卸売及び販売業 
 12. 紙類、文房具類、事務用機械器具、教育資材の販

売業 
 13. 美術品、銃砲刀剣類の販売及び修理業 
 14. 医薬品・医薬部外品・医療用具・薬剤・医薬補助

品・化粧品・化学工業薬品・ガス類・福祉用具・

介護用品及び衛生用品並びに計量器の販売業 
 15. 自動車、自転車その他車両及びこれらの部品の販

売並びに整備業、自動車リース業及びレンタカー

業 
 16. 光学機械器具、写真機械器具材料の販売業 
 17. 種子類、植物、動物、飼料、肥料、青果物・穀物

の生産資材（ビニールハウス鉄骨資材・マルチト

ンネル等のビニール用品等）、園芸用材料、建築

資材の生産・仕入・販売業 
 18. 前各号の物品の配達、レンタル、及び輸出入業 
 19. 書籍、雑誌、新聞等の印刷物、電子出版物及び映

画の企画、開発、製作、輸出入、売買及び賃貸 

 

（削  除） 
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 20. ディーブイディー、シーディーロム、コンパクト

ディスク、ビデオテープ等のニューメディアを媒

体とする映像ソフト、音声ソフト及び、レコー

ド、音楽テープ等の録音物の企画、開発、製作、

輸出入、売買及び賃貸 
 21. 各種イベント、講演会、セミナー等の企画、制

作、運用及び管理に関する業務 
 22. 青果物・穀物の栽培技術及び流通技術の開発並び

に普及 
 23. 障害者を対象とする建物・施設・設備の研究・企

画開発及びコンサルタント事業 
 24. 訪問販売業・通信販売業 
 25. 古物営業 
 26. 薬局及び診療所の経営 
 27. 飲食店・興行場・遊技場・映画館・旅館・別荘、

宿泊場等の観光施設・プレイガイド・スポーツ施

設・文化教室・学習塾・結婚式場・展示会場・駐

車場及びガソリンスタンドの所有、管理、運営並

びに賃貸借 
 28. インターネットホームページ等を媒体とする、仮

想店舗の経営 
 29. 給食事業並びに配食事業サービス事業 
 30. 造園業・家畜飼育業 
 31. 揮発油・灯油・潤滑油その他石油製品の販売業及

びこれらの製品の販売施設に係る事務委任業務 
 32. 写真業、印刷・複写業、クリーニング業、棚卸

業、塵芥収集業、理容業及び美容業 
 33. 海外商取引の代理並び輸出入及びその代理業 
 34. 一般乗用旅客自動車運送業、自動車の運転代

行業、貨物自動車運送業及び旅行業並びにこ

れらに関する斡旋業及び自動車教習所の紹介 
 35. 流通業、コンビニエンス・ストアに関する研究、

研修、広告宣伝並びに印刷物の発行 
 36. 広告宣伝業、広告宣伝の情報媒体の販売業、広告

代理店業 
 37. 通信及び情報処理に関する業 
 38. 物品の輸送及び保管に関する業及び宅配便の委託

取次業務 
 39. フランチャイズ事業によるコンビニエンス・スト

ア、飲食店の経営に関するサービス業 
 40. 各種商品・売場のデザインに関わる開発・研究・

販売及び開発・研究の受託 
 41. インターネット等の通信システムを利用した情報

の収集、処理及び販売、並びに各種情報提供サー

ビス 
 42. 前号以外の商品・サービスに関する情報の提供 
 43. コンピュータハードウェア、ソフトウェア及び周

辺機器の開発、販売、輸出入及び賃貸並びにその

取次業 
 44. 商品券・ギフト券の発行及び販売 
 45. ポイントカード・プリペイドカードの発行及び取

扱い 
 46. 各種チケット、当せん金付証票法に基づく当せん

金付証票等の売捌及び取次業 
 47. 著作権、意匠権、商標権、工業所有権等の知的財

産権の取得、譲渡、賃貸並びにその代行業務 
 48. 損害保険代理業、自動車損害賠償保障法に基づく

損害保険代理業及び生命保険募集業、その他保険

媒介代理業、保険サービス業 
 49. 不動産の売買、賃貸借、仲介、管理、鑑定、建

設、造成及び修理に関する業 
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 50. 厨房・店舗設備、給水・排水設備、空調設備、自

動販売機、什器備品その他動産の売買、賃貸、鑑

定及び修理に関する業 
 51. 建築並びに土木の設計監理及び施工 
 52. 室内及び屋外の装飾・設備工事並びに建設業 
 53. 市街地開発の企画、立案及び施行 
 54. 店舗の企画開発及び運営管理業務受託 
 55. 金銭の貸付、金銭の貸借の媒介及び保証並びに

クレジットカード取扱業、ローン提携販売に対

する融資並びに割賦購入の斡旋その他金融商品

取引業 
 56. 金銭の清算代行業務及び集金代行業務 
 57. 金銭債権買取業務及び資産運用・管理並びに企

業リスクマネジメントに関する総合コンサルテ

ィング業 
 58. 現金自動預入支払機の導入、設置、運行、保

守、管理並びにそれらに係る事務委任業務 
 59. 各種企業の技術援助、経営指導、業務受託並び

に投資及び出資 
 60. 市場調査の企画・実施及び企画・実施の受託 
 61. 経営情報の調査・研究及び調査・研究の受託 
 62. 事業及びシステムの調査、企画、設計、開発、

販売 
 63. 各種委託取次業、斡旋業、仲介業、受託業、請

負業、コンサルタント業並びにリース業 
 64. 空気環境調和設備、汚水処理施設、その他建物

及び関連設備の維持管理業務、建築物の清掃及

び除雪作業 
 65. 産業廃棄物・一般廃棄物の再生処理業及び運搬

処理業 
 66. 事務所・店舗・倉庫・工場・寮・住宅等の建物

及びその附属設備に対する警備の請負 
 67. 商品・有価証券・貨幣等の輸送警備の請負 
 68. 人の来集を目的とする場所における、人及び商

品に対する保安警備並びに駐車場管理等の請負 
 69. 個人及び企業の信用調査の請負 
 70. 駐車場管理機器、警備用機械器具、防犯、防

火、防災及び安全に関する設備、機器、システ

ム等の開発、製造、販売並びに運営に関する業

務及びリース業 
 71. 一般及び特定労働者派遣事業 
 72. タレントの斡旋、養成及びマネジメント並びに

プロモート業務 
 73. 介護業務、家事代行サービス業 
 74. 介護保険法に定める福祉用具貸与事業及び介護

保険法に定める介護予防福祉用具貸与事業 
 75. 介護保険法に定める特定福祉用具販売事業及び

介護保険法に定める特定介護予防福祉用具販売

事業 
 76. 電子マネー及びその電子的価値情報の発行、販

売及び管理 
 77. 銀行代理店業、外国為替取引業及び両替業 

 78. 前各号に附帯又は関連する一切の事業 
  
 ② 当会社は、前項各号の事業を営むことができる。 
  

（招集権者及び議長） 

第14条  株主総会は、取締役社長が招集し、その議長

となる。取締役社長に事故あるときは、あらか

じめ取締役会の定めるところにより、他の取締

役が当たる。 

（招集権者及び議長） 

第14条  株主総会は、取締役会長が招集し、その議長

となる。取締役会長に事故あるときは、あらか

じめ取締役会の定めるところにより、他の取締

役が当たる。 
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（新  設） 附則 

 第１条（商号）、第２条（目的）及び第14条（招集権者

及び議長）の規定の変更は、平成25年２月21日をもって

効力を生ずるものとする。なお、本附則は、上記の効力

発生後、これを削除する。 

 

 

 

 

 

 

 


